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循環器病特別対策事業実施要綱 

 

健 発 0 5 1 0 第 3 号 

令 和 3 年 5 月 10 日 

 

１ 目的   

 循環器病対策を総合的かつ計画的に推進するため、「循環器病対策推進基本計画」を踏

まえ、都道府県は、「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に

係る対策に関する基本法」第 11 条第 1項（以下「循環器病対策基本法」という。）に基づ

き、「都道府県循環器病対策推進計画」（以下「都道府県計画」という。）の策定が義務

付けられており、都道府県計画において、地域の実情等を踏まえた事業を実施することと

なっている。 

また、都道府県は、都道府県計画の策定等の際には、都道府県の協議会等に患者等が参

画するなど、都道府県は関係者等の意見の聴取に努め、循環器病対策基本法第 21 条第１項

において、都道府県は、都道府県計画を策定及び変更するに当たり、都道府県循環器病対

策推進協議会を置くよう努めなければならないこととされている。 

 本事業は、都道府県が策定した都道府県計画に基づき、地域の実情等を反映させた各種

施策を着実に実施することにより、循環器病対策を推進することを目的とする。 

  

２ 実施主体  

 都道府県  

 

３ 事業内容  

 都道府県が策定した都道府県計画の各種目標等の実現・達成のために実施する以下に定

める事業（いずれも都道府県が他の機関に委託して実施する場合を含む。）とする。 

  

（１）都道府県循環器病対策推進事業 

  都道府県は、地域の実情等を反映させた各種施策を着実に実施するために循環器病対

策の企画・検討等を行う会議体の運営などを目的とした事業を実施するものとする。 

  ・都道府県循環器病対策推進協議会等の循環器病対策の企画・検討等を行う会議等の

開催、等 

 

（２）循環器病医療提供体制の促進等に資する事業 

  都道府県は、循環器病患者に対する適切な循環器病医療の提供が図られることを目的

として、循環器病基本計画等の内容を踏まえた、循環器病医療提供体制の検討、整備及

び支援等の事業を実施するものとする。 

 ［事業例］ 
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  ・循環器病対策の推進等を検討するために行われる、医療従事者、その他の医療関係

者、又は患者団体・家族会等との会議等の開催 

  ・循環器病に関する医師等への研修会等の実施、等 

    

（３）循環器病に関する正しい知識の普及啓発事業 

  都道府県は、循環器病への正しい理解及び循環器病医療への適切な受診・協力等が得

られることを目的として、循環器病患者、患者家族又は地域住民等に対する循環器病の

知識・情報等の提供、普及啓発等に関する事業を実施するものとする。 

［事業例］ 

 ・循環器病に関する正しい知識の普及啓発に資する市民公開講座の実施 

 ・循環器病に関する普及啓発資材の作成 

 ・普及啓発に関する検討会等の開催、等 

 

（４）循環器病に関する治療と仕事の両立支援事業 

  都道府県は、循環器病患者に対する治療と仕事の両立支援の取組を地域医療を担う施

設で実施する。 

  ・循環器病の医療を専門的に行う病院に、「両立支援コーディネーター」の研修を受

講した相談支援員を配置し、循環器病患者のおかれた事情を総合的に勘案して治療

と仕事の両立に係る計画を立て就労支援を行う。 

 

（５）循環器病の相談に資する事業 

  都道府県は、循環器病患者及び患者家族のニーズに即した適切な相談支援が行われる

ことを目的とした、循環器病患者等に対する総合的な相談支援に関する事業を実施する

ものとする。 

［事業例］ 

  ・相談に関する検討会の開催 

 ・循環器病患者等の相談窓口の設置・運営、等 

 

（６）循環器病対策に資する多職種連携推進事業 

  都道府県は、循環器病患者を中心とした包括的な支援体制を構築し、多職種が連携し

て循環器病の予防、早期発見、再発予防や重症化予防、相談、生活支援等の総合的な取

組を進めるために必要な検討会等を実施する。  

 ［事業例］ 

  ・循環器病に関する多職種連携を推進するための検討会の開催 

  ・循環器病に関する多職種連携を推進するための実証事業、等 

 

４ 経費の負担   

 この実施要綱に基づき実施する事業に要する経費については、厚生労働大臣が別に定め

る「感染症予防事業費等国庫負担（補助）金交付要綱」に基づき、予算の範囲内で国庫補
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助を行うものとする。 
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 （案）循環器病特別対策事業交付要綱抜粋 
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厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

循環器病特別対策事業の

実施に必要な報酬、給料

、職員手当、共済費、会

議費、旅費（国内旅費）

、需用費（図書購入費、

消耗品費、印刷製本費）

、役務費（通信運搬費、

保険料、広告料）、備品

購入費、委託料、使用料

及び賃借料、負担金 
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